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市民の生態系サービスへの認知が保全行動意図に及ぼす影響： 
全国アンケートを用いた社会心理学的分析
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要旨：2010年に開催された第 10回生物多様性条約締約国会議（COP10）で合意された、愛知ターゲットの戦略目標
Aにおいて、多様な主体の保全活動への参加の促進が達成すべき目標として掲げられている。この目標を達成し広
範で継続的な保全活動を実現するためには、重要な担い手となる、市民の保全活動への参加あるいは保全行動意図
をどのように高めるかが重要な課題である。本研究では、社会心理学の分野で用いられる意思決定モデルを援用し「生
態系サービスの認知」から「保全に関連強い行動意図」（以下、「行動意図」）へ至る市民の意思決定プロセスを定量
的に明らかにすることを目的に、市民を対象とした全国規模のアンケート調査を実施した。既存の社会心理学の意
思決定モデルにもとづきアンケートを設計し、4つの「生態系サービス（基盤・調整・供給・文化的サービス）」か
ら恩恵を受けていると感じていること（生態系サービスの認知）と「行動意図」の関係を記述する仮説モデルの検
証を行った。インターネットを通じたアンケート調査により、5,225人について得られたデータを元に共分散構造分
析を用いて解析した結果、「行動意図」に至る意思決定プロセスは、4つの生態系サービスのうち「文化的サービス」
のみのモデルが選択され、有意な関係性が認められた。社会認知に関わる要素では、周囲からの目線である「社会規範」
や行動にかかる時間や労力などの「コスト感」がそれぞれ「行動意図」に影響しており、これらの影響度合いは「文
化的サービス」からのものより大きかった。居住地に対する「愛着」は「社会規範」や「コスト感」との有意な関
係が認められた。さらに、回答者の居住地の都市化の度合いから、回答者を 3つにグループ分けして行った解析結
果から、上記の関係性は居住環境によらず同様に成立することが示唆された。これらの結果は、個人の保全行動を
促すためには、身近な人が行動していることを認知するなどの社会認知を広めることに加えて、生態系サービスの
うち特に、「文化的サービス」からの恩恵に対する認知を高めることが重要となる可能性があることを示している。
　　キーワード：意識調査、環境保全の行動意図、生物多様性、心理プロセス

Abstract: The involvement of a wide range of stakeholders in conservation actions is essential for achieving lasting conservation 
efforts at a large spatial scale. This issue was one primary focus of the Aichi Biodiversity Target endorsed at the COP10 of the 
Convention on Biological Diversity. Citizen participation is particularly important given the potential for addressing a wide 
spectrum of issues concerning biodiversity conservation. To facilitate such participation, it is necessary to understand how 
behavioral intentions toward conservation actions are determined and which factors play important roles in this process. Here, 
we examined how awareness of ecosystem services affects the behavioral intentions of citizens to engage in conservation efforts. 
We designed a questionnaire asking individuals to rate their awareness of various ecosystem services on a scale of one to five. 
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はじめに

　2012年 6月に行われた内閣府の世論調査から、「生物
多様性」の言葉の意味を知っている、または、意味は知
らないが、言葉は聞いたことがあると回答した人は合計
で約 56％にのぼり、前回 2009年調査の約 36％を大きく
上回った（内閣府「環境問題に関する世論調査」2012
年 6 月 調 査、http://www8.cao.go.jp/survey/h24/h24-
kankyou/、2013年 5月 24日確認）。「生物多様性」とい
う言葉への認知は年々広がっているものの、実際に生物
多様性保全のために何らかの行動に移している人はまだ
一部にとどまっている（「平成 24年度版環境白書」、
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h24/index.html、2013
年 5月 24日確認）。生物多様性の問題は多岐・広範囲に
わたるため、その保全を可能にするためには、効果的か
つ実行可能な対策案の提示もさることながら、幅広い主
体の保全活動への参画を促すことが欠かせない（平成
24年 6月 26日環境省閣議決定、http://www.env.go.jp/
press/press.php?serial=15393、2013年 5月 24日確認）。
2010年に開催された第 10回生物多様性条約締約国会議
（COP10）で合意された、愛知ターゲットの戦略目標Ａ
の中でも、多様な主体の保全活動への参加の促進が達成
すべき目標として掲げられている（生物多様性国家戦略
2012-2020）。この目標を達成し広範で継続的な保全活動
を実現するためには、その重要な担い手となる、市民の
保全活動への参加あるいは保全の行動意図をどのように
高めるかが重要な課題である。
　環境問題を扱った社会心理学の分野では、資源リサイ
クルや環境ボランティア活動を対象にして、人間の行動
意図を決定する心理過程である意思決定プロセスを分析
した研究事例がある（広瀬 1994；野波ほか 2002a, b；加
藤ほか 2004）。このような社会心理学の分野で培われて

きた分析の枠組みは、生物多様性保全に対する行動意図
を対象とした場合も同様に活用できる可能性がある。し
かし、生物多様性保全の分野において社会心理学的アプ
ローチを用いた同様の研究例は海外においてはいくつか
前例があるものの（たとえば Freya et al. 2010）、国内に
おいて一般市民を対象に行われた例はこれまでにない。
　環境配慮の行動を対象とした既往の社会心理学研究で
は、人々を保全行動へと向かわせる意思決定モデルの中
に「対象とする問題の認知や理解度」が組み込まれ、そ
の効果が定量的に評価されている（広瀬 1994；野波ほ
か 1997；杉浦ほか 1998；安藤・広瀬 1999；野波ほか 
2002a, b；加藤ほか 2004）。しかし、生物多様性の喪失
と保全に関する問題は、構造が複雑かつ多岐にわたるた
め、それを単純化し意思決定モデルに組み込むことに困
難が伴う。一方、生物多様性から人間社会に提供される
直接的な便益を表す「生態系サービス」（Millennium 
Ecosystem Assessment 2005）の概念は広く定着してきた。
この生態系サービスに対する認知を評価の指標にすれ
ば、既往の意思決定モデルの枠組みを用いた解析が可能
になる。すなわち、生物多様性の喪失についての一般的
な認知ではなく、生物多様性から享受する生態系サービ
スへの認知を対象とすることで、因果関係や利害関係が
明瞭な環境問題を扱うために開発された既往の意思決定
モデルの援用が可能になると考えられる。
　そこで本研究では、一般の市民を対象とした全国規模
のアンケートを実施し、既往の社会心理モデルを用いて
「生態系サービスの認知」（生態系がもたらす様々なサー
ビスから恩恵を受けていると感じるかどうかの認識）か
ら「保全に関連強い行動意図」へ至る意思決定プロセス
を定量的に明らかにすることを目的とした。このような
検討を行うことで、生物多様性の問題に関する普及啓発
や保全活動の立ち上げ、あるいは市民参加を前提とした

Data were collected from 5225 people through an internet survey. Using structural equation analysis, the data were used to test 
a decision-making model modified from an existing social psychological model to incorporate causal paths from awareness 
of ecosystem services to behavioral intentions toward conservation actions. Our results demonstrated that awareness of only 
one (cultural) of four (basal, provisional, regulation, and cultural) types of ecological services significantly facilitated positive 
behavioral intentions toward conservation efforts. Additionally, the social physiological terms “consciousness of social norms” 
and “consciousness of cost of the activity” had significant positive and negative effects, respectively, on behavioral intentions. 
Moreover, these relationships were robust regardless of the degree of urbanization of the area in which the respondents lived. 
These results suggest that improving citizen awareness of ecosystem services, especially cultural services, is likely to facilitate 
participation in conservation activities.

Keywords: �biodiversity, internet survey, pro-environmental behavioral intentions, psychological process
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を対象と した場合 も同様に活用 で きる可能性が ある。し

か し、生物多様性保全 の分野 に お い て社会心理 学的ア プ

ロ
ー

チ を用 い た 同様 の 研究例 は 海外 に お い て は い くつ か

前例 が あ る もの の （た とえば Freya　et　al．2010）、国 内に

お い て
一

般市民を対象に行 わ れ た 例 は こ れ まで に な い 。

　環境配慮 の 行動を対象 と した既往 の 社会心理学研究 で

は、人 々 を保全 行動へ と向か わせ る 意思 決定 モ デ ル の 中

に 「対象とす る 問題 の 認 知 や理 解 度 」 が 組 み込 ま れ、そ

の効果が定量的 に評価 さ れ て い る （広瀬 1994 ；野 波 ほ

か 1997 ；杉浦 ほ か 1998 ；安藤
・
広瀬 1999 ；野波 ほ か

2002a，　b ；加藤 ほ か 2004）。しか し、生物多様性 の 喪失

と保全 に 関す る 問題 は 、構造 が複雑 か つ 多岐 に わ た る た

め、それを単純化 し意思決定 モ デ ル に組 み込むこ とに 困

難が 伴 う。一
方、生 物多様性 か ら人間社会 に提供 さ れ る

直接的 な便益 を表す 「生態系サ ービ ス 」 （Millennium

E 。osystem 　Assessrnent　2005）の 概念 は広 く定着 して きた。

こ の 生 態系サ ービ ス に対す る認知 を評価 の 指標 に す れ

ば、既往 の意思決定モ デ ル の枠組 み を用 い た解析 が 可 能

に なる。すなわち、生物多様性 の 喪失 につ い て の
一

般的

な認知 で は な く、生 物多様性 か ら享受す る 生 態系サ ービ

ス へ の 認知 を対象とす る こ とで、因果関係や 利害関係が

明瞭な環境問題を扱うた めに 開発された既往 の 意思決定

モ デ ル の 援用が 可能に な る と考え られ る。

　そ こ で 本 研 究 で は、一
般 の 市 民 を対象と した全 国規 模

の ア ン ケートを実施 し、既往 の 社会心理 モ デ ル を用 い て

「生態系サ
ービス の 認知」（生態系が もた らす様 々 なサ

ー

ビ ス か ら恩恵を受 け て い る と感 じる か どうか の認識）か

ら 「保全 に 関連強 い 行動意図」へ 至 る 意思決定プロ セ ス

を定量 的に 明 らか に す る こ とを 目的 と した。こ の よ うな

検討 を行 うこ とで、生 物多様性 の 問題 に 関す る普及啓発

や保全活動 の立ち上げ、ある い は市民参加を前提とした
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広域的な保全管理のプランニングなどを行う際に役立つ
知見の提供が可能になると考えられる。既往のモデルの
中には、一般的な環境保全活動への参加意図に関連が高
いと考えられる、居住地に対する「愛着」、環境保全の
行動をしようとすると発生する費用（手間、労力、心理
的負担、金銭的負担など）に対する評価としての「コス
ト感」、社会的な常識や周囲の人からの視線への評価で
ある「社会規範」が環境保全の行動意図に影響する要因
として含まれる（野波ほか 2002a, b；加藤ほか 2004；加
藤・野波 2007；野波・加藤 2009）。加えて、本研究では、
「生態系サービス」への認知も要因として考慮した仮説
モデルを構築した（図 1）。
　先行研究では、これまで、行動意図に影響を及ぼす要
因と考えられる「生態系サービス」の認知からの影響は
考慮されていない。さらに、「生態系サービス」からど
のくらい恩恵を受けていると感じるかは、行動意図に影
響を与えることが既往事例により明らかにされている
「愛着」や「社会規範」、「コスト感」を介した間接的な
影響をもつ可能性がある。そこで、仮説モデルでは、「生
態系サービス」への認知度合いが、従来の環境保全の行

動意図を説明する社会心理モデルの各要素（「愛着」、「社
会規範」、「コスト感」）にどのような影響を及ぼすかを
検討する構造を設定した。これらの要素のうち、「愛着」
と「生態系サービス」の間には両方向の因果関係がある
と考えられる。しかし、「愛着」の対象となる場や地域
資源は、様々ある「生態系サービス」の一部であるとい
えるため、「生態系サービス」が「愛着に」影響を与え
るモデル構造を考え、これを検証することとした。
　なお、「環境配慮行動」を扱った社会心理学の分野で
のこれまでの研究成果として、環境に配慮しなければな
らないというモラルや義務感である「一般的態度」（目
標意図とよばれる）と「行動意図」とは区別して捉える
べきであると指摘されている（広瀬 1994；野波ほか 
1997）。環境問題に対しての人々の「目標意図」と「行
動意図」には乖離が生じることがある（広瀬 1995）。広
瀬（1995）はこの理由としてそれぞれに異なる規定因が
あること、すなわち、「目標意図」には環境問題のリス
ク認知（問題自体の理解や知識）が影響し、「行動意図」
にはコスト評価（時間や手間）や主観的規範（周囲から
の期待）などの影響があることを示した。しかし、筆者

図 1．「保全に関連強い行動意図」に至る個人の意思決定過程の仮説モデル。図は「生態系サービス」の認
知が「保全に関連強い行動意図」にどのような経路で影響するかを表した仮説モデルである。各生態系
サービスの間は相互の関連を仮定。なお、楕円は各規定因、矢印は予想される有意な関係を示している。
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図 1　 「保全 に関連 強い 行 動意図」 に至 る個 人の 意思決定 過程の 仮説モ デ ル。図 は 「生態系 サービス 」の 認

　 知 が 「保全 に関連強い 行動意図」 に どの よ うな経路 で 影響 する かを 表 した仮 説モ デ ル で ある 。各生態系

　 サービス の 間 は相 互の 関連 を仮 定。なお、楕 円は各規 定因、矢 印は予想 される 有意 な関係 を示 して い る 。

広域的な保全管理 の プ ラ ン ニ ン グ な どを行 う際 に役立つ

知見の 提供が可能 になる と考 えられる 。 既往 の モ デ ル の

中 には、一
般的な環境保全 活動 へ の 参加意図に 関連が 高

い と考えられ る、居住地 に対す る 「愛着」、環境保全 の

行動 を し ようとす る と発生 す る 費用 （手間、労力、心 理

的負担、金銭的負担 な ど）に対す る評価 と して の 「コ ス

ト感」、社会的 な常識や 周 囲 の 人か ら の視線 へ の 評価 で

ある 「社会規範」が環境保全 の 行動意図に影響す る 要因

と して 含 まれ る （野波 ほ か 2002a，b ；加藤 ほか 2004 ；加

藤
・
野波 2007 ；野波

・
加藤 2009）。加えて 、本研究で は、

「生態系サ
ービ ス 」へ の 認知 も要因 と して 考慮 した仮説

モ デ ル を構築 した （図 1）。

　 先 行研 究 で は、こ れ まで 、行 動 意 図 に影響 を及 ぼ す要

因 と考えられ る 「生態系サービス 」 の 認知か らの 影響 は

考慮されて い ない
。 さらに、「生態系サ

ービス 」か らど

の くらい 恩恵を受 けて い る と感 じ るか は、行動意図に影

響 を与 える こ とが 既往事例 に よ り明 らか に され て い る

「愛着」や 「社会規範」、「コ ス ト感」 を介 した 間接的 な

影響 を もつ 可能性が ある。そ こで、仮説モ デ ル で は、「生

態系サービス 」へ の認知度合 い が、従来 の環境保全 の行

動意図を説明す る 社会心理 モ デ ル の 各要素 （「愛着」、「社

会規範」、「コ ス ト感」） に どの よ うな影響を及 ぼ すかを

検討す る構造 を設定 した。こ れ らの 要素 の うち、「愛着」

と 「生態系サ ービ ス 」 の 間に は両方向の 因果 関係が ある

と考 えられ る。しか し、「愛着」 の 対象 とな る 場 や 地 域

資源 は、様々 ある 「生 態系サービ ス 」 の
一

部 で ある とい

える た め、「生態系サ ービス 」が 「愛着 に」影響 を与え

る モ デ ル 構造を考え、こ れを検証す る こ と と した。

　 な お、「環境配慮行動」 を扱 っ た社会 心 理 学の 分野 で

の こ れ ま で の 研究成果 と して 、環境 に 配慮しな けれ ば な

らない と い うモ ラル や 義務感 で ある 「
一

般的態度」（目

標意図 と よば れ る）と 「行動意図」 とは 区別 して 捉える

べ きで あ る と指 摘 さ れ て い る （広 瀬 1994 ；野 波 ほ か

1997）。環境問題 に対 して の 人 々 の 「目標意図」 と 「行

動意図」 に は乖離が生じる こ とがあ る （広瀬 1995）。 広

瀬 （1995）は こ の 理 由 と して それ ぞ れ に異 な る規定因が

ある こ と、す な わ ち、「目標意図」 に は 環境問題 の リ ス

ク 認知 （問題自体 の 理 解 や 知識）が 影響 し、「行動意図」

に は コ ス ト評価 （時間や手間）や主 観的規範 （周囲か ら

の期待）な どの影響が ある こ とを示 した。しか し、筆者
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らがこれまで、ため池の生物多様性の保全を「行動意図」
として実施した住民アンケート調査では、環境問題の責
任の所在が分かりにくく、問題解決のための対処行動が
まだはっきりしていない事例の場合、「目標意図」から「行
動意図」のパスが認められなかった（今井ほか 2010, 
2012）。この結果にもとづいて、本研究では「目標意図」
を介さず、「生態系サービスの認知」が「行動意図」へ
直接影響する仮説モデルを用いることとした。さらに、
「愛着」が直接的に「集団行動意図」へ影響することを
示した既往研究の結果（野波ほか 2002a, b）にもとづき、
「愛着」および「生態系サービス」からは、その他の要
因すべてに影響を及ぼすことを想定したパスを設定し
た。その上で、得られたデータへの適合度にもとづいて、
実際に影響があったと考えられるパスに絞り込むアプロ
ーチをとった。
　本研究では、上記の仮説モデルの検証に必要なデータ
を得るために、回答者の年齢や性別などの属性に偏りが
少なく、広く日本全国から人口構成比に近いサンプルを
抽出可能なインターネットアンケートを実施した。調査
では、Millennium Ecosystem Assessment 2005における整
理に倣い、「生態系サービス」を基盤（土壌形成・栄養
塩循環など）、供給（食料・水・木材など）、調整（気候・
洪水・水質の調整など）、文化サービス（レクリエーシ
ョン・審美的経験・精神的充実感など）の 4つのサービ
スに分類し、それぞれについて恩恵への認知を尋ねる複
数個の設問を設定した。さらに、「生態系サービス」か
ら恩恵を受けていると感じるかどうかは、回答者がどの
ような環境に居住しているか（大都市に住んでいるか、
より自然と密接な町村に住んでいるか）に依存する可能
性があるため（たとえば、漁業や木材生産など職業とし
て資源を利用する人は供給サービスからの直接的恩恵が
あり、身近な環境からサービスを享受している人は「生
態系サービス」を高く評価する可能性があるなど）、回
答者の居住地域を記載する調査項目を設け、住所は字名
まで回答させ、回答者の居住地の周辺環境の影響につい
ても検討を行った。

方　法

調査対象者
　2011年 9月に調査会社を通じた電子媒体でアンケー
トを「身の回りの自然や生物に関するアンケート」とい
う表題で配布し、無記名で回答させた。調査対象者は市
場調査会社（および提携会社）の登録者から選抜された

20～ 69歳男女で、可能な限り日本全国から男女ともに
幅広くサンプルが得られるよう、性や年代別、地域別（北
海道、東日本、西日本、九州）、都市規模別（政令指定
都市・中核市・特例市、その他の市、町村）に抽出した。
送信数 40,233件のうち有効回収数 6,443件（回収率
16％）であった。回収されたデータのうち、母集団の実
際の人口構成比比率を反映して得られた 5,225件（男性
名 2,625名、女性 2,600名）のサンプルを解析に用いた。
回答者の平均年齢は 43.5歳（SD = 10.98）であった。

調査項目の設定
　調査項目を作成するにあたり、仮説モデル（図 1）に
合わせ、要因（図 1中の楕円で表示）ごとに複数の調査
項目を作成した。調査項目の詳細は表 1に示す。
　「生態系サービス」に関する質問項目は、Millennium 
Ecosystem Assessmentの報告書（国連ミレニアム生態系
評価 2007）を参考に、図 2に示した「生態系サービス」
に関する基本的な説明文を提示した上で、「基盤」、「調
整」、「供給」、「文化的」の 4つのサービスについてそれ
ぞれ 3つずつ質問項目を設定し、これらの認知度を 5段
階（1：全く恩恵を受けていないと思う～ 5：とても恩
恵を受けていると思う）で回答させた（表 1）。なお、
本調査では「生態系サービス」から個人が受ける恩恵に
限定し測定した。
　「保全に関連強い行動意図」に関係すると想定した「愛
着」「社会規範」「コスト感」の各質問項目は、質問文を
作成するにあたり既往研究（野波ほか 2002b）の質問項
目を参考に用いた。居住する地域に対する「愛着」に関
しては、「今住んでいる地域には思い入れがある」など
の 3項目で測定した。「社会規範」は「地域の自然環境
の保全のために近所の人が行動したら、自分も何か行動
しようと思う」など 3項目、「コスト感」は、「地域の自
然環境を保全するために活動しようとすると余計な時間
や手間を取られてしまう」など 3項目について 5段階（1：
まったくそう思わない～ 5：とてもそう思う）で回答さ
せた。
　仮説モデルの目的変数となる生物多様性の「保全に関
連強い行動意図」（以下本文中は「行動意図」と略して
記す）については一般の人が個人の判断で取り組める内
容かつ生物多様性保全に関連する行動として、複数の生
態学研究者の意見をもとに 8項目で測定した（表 1）。「身
近な生き物を観察したり、どのような動植物が、自分の
住んでいる地域に生息・生育しているか、個人的に調べ
る」など、個人で取り組める行動のほか、「地域や学校
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らが こ れ まで、ため 池 の 生 物多様性の 保全 を 「行動意図」

として 実施 した住民 ア ン ケート調査 で は、環境問題 の責

任 の 所在が分かりに くく、問題解決 の た めの 対処行動が

まだ は っ きりして い な い 事例 の 場合、「目標意図」か ら「行

動意図」 の パ ス が 認 め ら れ な か っ た （今井 ほ か 2010 ，

2012）。 こ の 結果 に もとつ い て 、本研究で は 「目標意図」

を介さず、「生 態系サービス の 認知」が 「行動意図」 へ

直接影響す る 仮説モ デ ル を用い る こ とと した。さ ら に、

「愛着」が 直接的 に 「集団 行動意図」へ 影響す る こ とを

示 した既往研究 の 結果 （野波 ほ か 2002a
，
b）に もとづ き、

「愛着」お よ び 「生態系サ ービス 」か らは、そ の 他 の要

因すべ て に 影響を及 ぼ す こ と を想定 し た パ ス を設定 し

た。その 上 で、得 られ た デ
ー

タ へ の 適 合度 に も とつ い て 、

実際 に影響が あっ た と考 えられ るパ ス に絞り込 む ア プ ロ

ーチ をとっ た。

　本研究で は、上 記 の 仮説 モ デ ル の 検証 に 必 要 な デ
ー

タ

を得 る た め に、回答 者 の 年齢 や性 別 な どの 属 性 に偏 りが

少な く、広 く日本全 国 か ら人 口構成比 に近 い サ ン プル を

抽出可能なイ ン タ
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塩循環な ど）、供給 （食料 ・水 ・木材 な ど）、調整 （気候 ・

洪水
・
水質の 調整 な ど）、文化 サービス （レ ク リエ ーシ

ョ ン ・審美的経験 ・精神的充実感 な ど）の 4 つ の サ ービ

ス に分類 し、そ れ ぞ れ につ い て 恩恵へ の 認知を尋ねる 複

数個の 設問を設定 した 。 さらに、「生態系サ
ービス 」か

ら恩恵 を受けて い る と感 じる か どうか は、回答者 が どの

ような環境 に居住 して い るか （大都市 に住 ん で い る か、

よ り自然 と密接 な 町村 に住 ん で い る か）に 依存す る 可能

性が ある た め （た と えば、漁業 や木材生 産 な ど職業 と し

て 資源を利用す る人 は供給 サービス か らの直接的恩恵 が

あり、身近な環境からサ
ービス を享受 して い る 人 は 「生

態系 サ ービス 」 を高 く評価す る 可能性 が あ る な ど）、回

答者の 居住地 域 を記載す る調査 項 目 を設け、住所 は字名

まで 回答させ 、回答者 の 居住地 の 周辺環境 の 影響 に つ い

て も検討 を行 っ た。

方　法

調査対象者

　2011 年 9 月 に調査会社 を通 じ た 電子媒体 で ア ン ケ
ー

トを 「身の 回りの 自然 や 生 物 に 関す る ア ン ケート」 とい

う表題で 配布し、無記名で 回答 させ た。調査 対象者 は市

場調査会社 （お よび提携会社）の登録者 か ら選抜 さ れ た

20 − 69歳男女で 、可能な限 り日本全 国か ら男女と もに

幅広 くサ ン プル が得 られ る よう、性や年代別、地域別 （北

海道、東日本、西 日本、九州）、都市規模別 （政令指定

都市 ・中核市 ・特例市、その 他の 市、町村）に 抽出 した。

送信 数 40，233 件 の うち有効回 収数 6，443 件 （回 収率

16％） で あっ た 。 回収された デ
ー

タ の うち、母集団の 実

際 の 人口構成比 比 率 を反映 して 得 られ た 5，225 件 （男性

名 2，625 名、女性 2，600 名）の サ ン プル を解析 に用い た。

回答者 の 平均年齢 は 43．5歳 （SD ＝10．98）で あっ た 。

調査項 目の 設定

　調査項 目 を作成す る に あた り、仮説モ デ ル （図 1） に

合 わせ、要因 （図 1 中の 楕円で 表示） ご とに 複数 の 調査

項 目を作成 した。調査 項 目の 詳細 は表 1 に示す。

　「生態系サービス 」 に関 す る質問項 目 は、Millennium

Ec ・ system 　Assessment の 報告書 （国連 ミ レ ニ ア ム 生態系

評 価 2007）を参考 に、図 2 に示 した 「生 態系サービ ス 」

に 関 す る 基本的な 説明文 を提示 した 上 で 、「基盤」、「調

整」、「供給」、「文化的」 の 4 つ の サ
ービ ス につ い て それ

ぞ れ 3 つ ずつ 質問項 目を設定 し、こ れ らの 認知度 を 5段

階 （1 ：全 く恩 恵 を受 け て い な い と思 う一5 ： とて も恩

恵 を受 け て い る と思 う）で 回答 させ た （表 1）。な お、

本調査 で は 「生 態系サ ービ ス 」 か ら個人が受ける恩恵 に

限定し測定した。

　「保全 に関 連強い 行動意図」に関係す る と想定 した 「愛

着」「社会規範」「コ ス ト感」 の 各質問項 目は、質問文を

作成す る に あた り既往研究 （野波 ほ か 2002b）の 質問項

目を参考 に用 い た。居住す る地域 に対す る 「愛着」 に 関

して は、「今住 ん で い る 地 域 に は思 い 入 れ が あ る 」 な ど

の 3項 目で 測定 した。「社会規範」 は 「地 域 の 自然環境

の保全 の た め に近所 の 人が行動 した ら、自分 も何 か行動

しよ うと思 う」な ど 3 項 目、「コ ス ト感」 は、「地域 の 自

然環境 を保全 する た め に 活動 し よ うとする と余計 な 時間

や手間を取 られ て しま う」な ど 3 項 目 につ い て 5 段階（1：

まっ た くそう思わない 一5 ： とて もそう思う）で 回答 さ

せ た。

　仮 説 モ デ ル の 目的変 数 とな る生 物多様性 の 「保 全 に 関

連強い 行動意図」（以下 本文中 は 「行動意図」 と略 して

記す） に つ い て は一
般 の 人が個人の 判断で 取 り組める 内

容 か つ 生物多様性保全 に 関連する行動 として、複数の生

態学研究者 の 意見をもとに 8 項 目で 測定 した （表 1）。「身

近 な生 き物 を観察 した り、どの よ うな動植物が、自分 の

住 ん で い る地 域 に生息 ・生 育 して い る か、個人的に調べ

る」 な ど、個人 で 取 り組 め る行動 の ほ か、「地域 や 学校
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で生き物の分布を調べる活動に参加する」など、集団活
動に関する参加の意向を 5段階（1：全くやりたいと思
わない～ 5：とてもやりたいと思う）で回答させた。また、
回答者の属性についても回答を求めた。なお、生物多様
性保全に関連する行動は主体や体制なども含めて多様な
あり方が考えられるが（たとえば、生物多様性に配慮し
た農業の実施や、二次林の管理など）、本研究で着目す
る「行動意図」の内容は、調査対象である一般の人が個
人で行えるものに限定した。
　「生態系サービス」から恩恵を受けているかを調べる

項目や居住地域への「愛着」に対する反応は、地域独自
の文化や、地域になじみがあるかなどに影響をうけるた
め、都市や農村など、住民の居住環境によって様々な違
いが生じる可能性がある。そこで、回答者の住所の字名
より都市化の度合いを求め、回答者をグループ分けした
上で同様の解析を行い比較した。都市化の度合いは、居
住字名より半径 3 km内の土地利用比率（国交省数値情
報）を計算し、土地利用区分の建物率から決定した。回
答者の居住地域の建物率の分布の 95％信頼区間を求め、
それよりも外側でかつ、サンプル数が確保できる建物率

表 1．調査に用いられた尺度と項目、信頼性係数（α 係数）、および尺度得点の平均と標準偏差。各質問項目への回答は 5段階評定
を用いた。「保全に関連強い行動意図」は 1：全くやりたいと思わない～ 5：とてもやりたいと思う、で測定。「生態系サービス」
は 1：全く恩恵を受けていないと思う～ 5：とても恩恵を受けていると思う、で測定。「愛着」「社会規範」「コスト感」は 1：ま
ったくそう思わない～ 5：とてもそう思う、で測定。

尺度名 　　　　　　　　　項目 項目の
平均 α 係数

保
全
に
関
連
強
い
行
動
意
図

動物や植物・鳥類など、環境に関する学習会や観察会に参加する 2.97

0.89

地域や学校で、生き物の分布を調べる活動に参加する 2.88

荒れた林を管理して里山の生き物を保全するボランティアに参加する 2.89

里山の生き物を保全するため、放棄されていた水田を管理する農作業ボランティア活動に参加する 2.82

地域の環境や生物を保全する活動支援のため寄付する 3.02

外来生物を見つけたら通報したり、外来植物を見つけたら抜く 3.22

身近な生き物を観察したり、どのような動植物が、自分の住んでいる地域に生息・生育しているか、
個人的に調べる 2.84

自然環境をよくする街づくりミーティング（会議）に参加する 2.71

生
態
系
サ
ー
ビ
ス

基
盤

植物の光合成が二酸化炭素と水などから生き物の体をつくる有機物を生成するはたらき 4.05

0.90細菌や菌類が枯れた植物や動物の遺体・排泄物などを分解するはたらき 3.89

土壌・大気・生物などの間で窒素やリンなどの栄養を循環させるはたらき 3.85

供
給

食料や飲み物を提供するはたらき 4.00

0.82医薬品の材料を提供するはたらき 3.45

木材や繊維などを提供するはたらき 3.72

調
整

害になる虫が急に増えるのを抑えているはたらき 3.59

0.82水や空気をきれいに保つはたらき 4.10

大規模な洪水を抑制するはたらき 3.70

文
化

地域に根ざした風土を育むはたらき 3.67

0.79観光やレクレーションの機会や場を提供するはたらき 3.43

文学や芸術に影響をあたえるなど、人々に精神的な豊かさをもたらすはたらき 3.54

愛
着

今住んでいる地域には思い入れがある 3.26

0.87今住んでいる地域に、愛着を感じている 3.44

今住んでいる地域に強い結びつきを感じることがある 2.96

社
会
規
範

住んでいる地域の自然環境を保全する活動に知り合いが参加したら、自分も行った方が良いと思う 3.13

0.86地域の自然環境の保全のために近所の人が行動したら、自分も何か行動しようと思う 3.19

知り合いが自治会などの地域環境の行事に参加したら、自分もやらないといけないと思う 3.02

コ
ス
ト
感

自分が住んでいる地域で、環境を保全する活動に参加するのは面倒だ 3.05

0.66地域の自然環境を保全するために活動しようとすると余計な時間や手間を取られてしまう 3.13

自然環境にやさしい商品を購入しようとするとよけいな手間やお金がかかる 3.31
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表 1．調査 に 用い られ た 尺度 と項 目、信頼性係数 （α 係 数）、お よび 尺度得点の 平均 と標準偏差。各質問項 目 へ の 回答 は 5 段階評定

　 を用 い た。「保全に 関連強い 行動意図」は 1 ：全 くや りた い と思 わ な い
一5 ： とて もや りた い と思 う、で 測定。「生態系サ

ービス 」

　 は 1 ：全 く恩 恵を受けて い な い と思 う
一5 ： とて も恩恵を受けて い る と思 う、で測定。「愛着」「社会規範」「コ ス ト感」は 1 ： ま

　 っ た くそ う思 わ な い 一5 ： とて もそ う思 う、で 測 定。

尺度名 項 目
項 目の
　　 　 α 係数
平均

保
全
に

関
連
強
い

行
動
意
図

動物や 植物 ・鳥類 など、環境 に関す る学習会や 観察会 に参加 す る

地域や 学校で 、生 き物の 分布 を調べ る 活動 に参加 す る

荒れ た 林を管理 して 里 山 の 生 き物を保全する ボ ラ ン テ ィ ア に参加する

里山の 生 き物 を保全す るた め、放棄 されて い た水 田 を管理す る農作 業ボ ラ ン テ ィ ア 活動に 参加する

地域の 環境や 生物 を保全す る 活動支援の た め寄付 す る

外来生物を見つ けた ら通報した り、外来植物を見つ けた ら抜 く

身近 な生 き物 を観察 した り、どの よ うな動植物が、自分の 住ん で い る 地域 に生息 ・生育 してい るか、
個人 的 に調 べ る

自然環境 を よ くす る 街づ くりミ ー
テ ィ ン グ （会議） に参加 す る

2972

．882

．892

．823

．02　　　0．89

3．222

．842

．71

　 植物の 光合成が 二 酸化炭素 と水 な どか ら生 き物の 体 をつ くる 有機物 を生成する は た ら き

基
　 細菌や 菌類が枯れた 植物や 動物の 遺体 ・排泄物 など を分解 す る はた らき
盤

　 土 壌 ・大気 ・生 物 な どの 間で 窒 素や リ ン な どの 栄養 を循環 させ る はた ら き

4．053

．89　　 0．90

3．85

生

態

系
サ

ー

ビ

ス

　 食料や 飲 み物 を提供す る はた ら き

籍医薬品の 槲 をeeecす ・ はた らき

　 木材や 繊維な ど を提供す る はた ら き

4．003

．45　　　 0．82

3．72

　 害 に な る虫が 急 に増 えるの を抑 えて い る はた ら き

蘿水 や 籔 を き綱 ・保つ はた らき

　 大規模 な洪水 を抑制す る はた ら き

3594

．10　　　0．82

3．70

　 地域 に根 ざ した 風土 を育む はた ら き

亮観光や ・ ク ・ 一シ ・ ン の 機会暢 をeeecす ・ はた らき

　 文学や 芸術 に影響 をあた え るな ど、人 々 に精神的な 豊 か さ を もた らすは た ら き

3．673

．43　　　0．79

354

愛
着

今住 んで い る地域 に は思 い 入 れ が あ る

今住 ん で い る 地域 に、愛着 を感 じて い る

今住 んで い る地 域 に強い 結 びつ き を感 じ る こ とが あ る

3．263

．44　　 0．87

296

社
会
規
範

住ん で い る地域の 自然環境 を保全す る活動 に知 り合い が参加 した ら、自分 も行 っ た 方が 良い と思 う

地域の 自然環境の 保全の た めに近所の 人が行動 した ら、自分 も何か行動 しよ うと思 う

知 り合い が 自治会 な どの 地 域環境の 行事 に参加 した ら、自分 もや らな い とい けな い と思 う

3．133

．19　　 0．86

3．02

コ

ス

ト
感

自分が 住んで い る地域で、環境を保全する活動に参加するの は面倒だ

地域の 自然環境 を保全す る た め に活動 しよ うとす る と余計な時間や 手間 を取 られて しまう

自然環境 にや さしい 商品 を購入 しよ うとす る と よけい な手間やお金がかか る

3．053

．13　　 0．66

3．31

で 生き物 の 分布 を調べ る 活動 に参加す る 」な ど、集団活

動 に関す る参加 の 意向を 5段階 （1 ： 全 くや りた い と思

わ な い 一5：とて もや りた い と思 う）で 回 答 させ た。また、

回 答者の 属性 につ い て も回答 を求 め た 。な お、生物多様

性保全 に関連す る 行動 は主体 や体制な ど も含めて 多様な

あり方が 考えられ る が （た と えば、生 物多様性 に配慮し

た 農業 の 実施や、二 次林 の 管理 な ど）、本研究で 着 目す

る 「行動意図」 の 内容 は、調査 対象 で ある
一

般 の 人 が個

人で 行 える もの に限定 した。

　「生態系サ ービ ス 」か ら恩恵を受 け て い る か を調べ る

項 目や居住地域へ の 「愛着」 に対する 反応 は、地域独 自

の 文化 や、地域 に な じみ が ある か な どに影響 を うける た

め、都 市 や農 村 な ど、住 民 の 居 住 環 境 に よっ て 様 々 な違

い が生 じる 可 能性 が ある 。そ こ で 、回答者 の 住所 の 字名

よ り都市化 の 度合 い を求め、回答者をグル
ー

プ分けした

上 で 同様の 解析 を行 い 比 較 した。都市化 の 度合 い は、居

住字名 よ り半径 3   内の 土地利用比率 （国 交省数値情

報） を計算 し、土 地 利用区分 の 建物率 か ら決定 した。回

答者 の 居住 地 域の 建物率 の 分布の 95％信頼区間 を求め、

そ れ よ りも外側 で かつ 、サ ン プル数が確保 で きる建物率
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70％以上と、20％未満で区切り、3群を設けた。すなわち、
70％以上であれば都市群（1219件）、20％以下は農村地
域群（3251件）、20～ 70％はその中間群（755件）と定
義した。

分析方法
　仮説モデルで設定した規定要因を適切に測定できてい
るかを確認するため、各規定因の信頼性係数であるクロ
ンバックのα 係数を求めた。クロンバックのα 係数は、
複数の質問項目を用いて概念を測定する尺度を構成する
場合に、それらの質問間に整合性があるかを調べる指標
である。α 係数がある程度の数値（0.7や 0.8）以上であ
れば、尺度の内的整合性が高いと判断される（小塩 
2004）。
　全調査対象者のデータを用い、共分散構造分析法（最
尤推定法）により仮説の意思決定モデルを検証した。分
析には、Amos 20.0（Arbuckle 2011）を用いた。分析結
果の評価には、小塩（2004）および田部井（2011）にも
とづき、次に説明する各適合度指標を用いた。GFI
（Goodness of fit index 適合度指標）はモデルの説明力の
目安で、1に近いほど説明力のあるモデルとされる。
CFI（Comparative fit index 比較適合土指標）は 0～ 1の
範囲を取り、1が最も良い。AGFI（Adjusted goodness of 

fit index 修正適合度指標）は値が 1に近いほどデータへ
の当てはまりが良いとされる。PCFI（Parsimonious 
comparative fit index倹約性修正済み比較適合度指標）は
CFI にモデルの自由度を評価する指標 PRATIO
（parsimony ratio）をかけて算出した値、0.9以上であれ
ばよいモデルと判断される。RMSEA（The Steiger-Lind 
Root Mean Square Error of Approximation）は 0.05未満の
場合、モデルの当てはまりがいいと判断する。AIC
（Akaike’s information criterion 赤池情報量基準）は複数の
モデルから最良のモデルを選択するときに用い、値が小
さいモデルほど優れていると判断する。

結　果

　質問項目の内的整合性を示すクロンバックのα係数
（小塩 2004）は、ほぼすべての規定因で 0.8以上であり、
内的整合性は高かった（表 1）。「コスト感」を測定した
3項目のみα係数が低めであったが、信頼性が保たれて
いることの一般的な判断基準である 0.6の値は超えたた
め、因子として用いることとした。これらの結果から、
測定した「生態系サービス」、「社会規範」、「コスト感」、
「愛着」、保全の「行動意図」の各因子は安定して存在す
ると考えられた。

図 2．生態系サービスへの認知に関する質問の前に回答者へ示した教示文と質問文。
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■ 1身 の 回 りの 自 然 や 生 物 に 関 す るア ン ケ
ー

ト亅

国連1匸より20〔n 年か ら2005 年にb・liて 、地球現模で の 生物多様性およ び生態系の 保

全と持続 可 能な 利 用に つ い て 科 学 的な 総 合評 価が 行わ れ ま した （ミレニ ア ム 生 態系 評

価とい い ます ）．この 取リ組み で 1志 生物 多梯 性保 1）や 生me系（X2 〕か ら私た ち人

間が 受け て い る 様 々 な 恩 恵
・
人間の 福 利が r生 態系 サ

ービス 亅とし て 紹 介され ま した 。

（Xl ）生 物 争 様 性

生 物捗様 性 とは 、さまざまな生態 系が 存 在する こと、また生 物の 種問 およ び種 内 にさまざ

まな 違い が あ るこ とをい い ま す。例え ば 、森 林、河JIL湿原、干 潟、サ ン ゴ 礪な どの 異な

る タイブの 生態系が あり、そ こ に は ＆くの 異なる 動掬や 値物が 生息・生育し、同じ種の 中

で も地 域や 佃体 に よって 違った 性 質をもって い ます。

｛X2 ）生 態 系

川 、海 、草 原 、森 赫 な ど、あ る まとまりを持 っ た 自 然 環 境 と、そ こに 生 息 す るす べ て の 生

拗 が 相 互 に 閨 係 しあ っ て 、生 命 （エ ネ ル ギ
ー

）の 循 環 を 作 リ出 して い るシ ス テ ム の まとまり

を 示 す 慨 念 の こ と。

Q 生 物多 様
．
性や 生態 系が もた らす以 下 の は た らき （生 態系 サ

ービ ス ）か らあな

た は 恩 恵を 受け て い る と思い ますか 。「全く恩恵 を受け て 1．、る と思 b な い 」か ら

「とて も恩 恵を 受 け て い ると思 う」の うち もっともあ て は まる もの をお 選 び くださ

い 。あ なた 自身の 考え をご回 答くt “い 。（それ ぞれひとつ ずつ ）

図 2．生態系サービ ス へ の 認知 に関す る 質問 の 前 に回答者 へ 示 した教示文 と質 問文。

70％ 以上と、20％未満で 区切 り、3 群を設 けた。すな わ ち、

70％ 以 上 で あれ ば都市群 （1219件）、20％ 以 下 は農村地

域群 （3251件）、20・一・70％ はそ の 中間群 （755 件）と定

義 した 。

分析方法

　仮説モ デ ル で 設定した規定要因を適切 に測定で きて い

る か を確認す る た め、各規定因の 信頼性係数 で ある ク ロ

ン バ ッ ク の α 係数 を 求め た。ク ロ ン バ ッ ク の α 係数 は、

複数の質問項 目 を用 い て概念 を測定す る尺 度を構成す る

場合 に、それらの 質問間 に整合性がある かを調べ る 指標

で あ る。α 係数が ある 程度の 数値 （0．7 や O．8）以 上 で あ

れ ば、尺度 の 内的整合性 が 高 い と判断 さ れ る （小 塩

2004）。

　全 調査 対象者 の データ を用 い 、共分散構造分析法 （最

尤推 定法）に よ り仮 説 の 意 思 決 定 モ デ ル を検証 した。分

析 に は、Amos 　20．0 （Arbuckle 　2011 ）を用い た。分析結

果の 評価 に は、小塩 （2004）お よび 田部井 （2011） に も

と づ き、次 に 説 明す る各適 合度 指標 を 用 い た。GFI

（Goodness ・ of ・fit血 dex 適合度指標） は モ デ ル の 説明力 の

目安 で、1 に 近 い ほ ど説明力 の あ る モ デ ル と さ れ る。

CF 【 （Comparative　fit　index比 較適 合土 指標）は O − 1 の

範囲 を取 り、1が 最 も良 い 。AGF 【 （Adjusted　g・・dness・f

fit　index修正適合度指標）は値が 1 に近 い ほ どデータへ

の 当 て は ま りが 良 い と さ れ る。PCFI （Parsimonious

comparative 　fit　index倹約性修正済 み比較適合度指標）は

CFI に モ デ ル の 自 由 度 を評 価 す る 指 標 PRATIo

（parsimony 　ratio ）をかけて 算出した値、0．9以上で あれ

ば よ い モ デ ル と判断 さ れ る。RMSEA （The　Steiger−Lind

Root　Mean 　Square　E 【T（rr　of 　ApproXimation）は O．05未満 の

場合、モ デ ル の 当 て は ま りが い い と判 断す る。AIC

（A   ke’sinfb 皿 ahon 面   ion赤池情報量 基 準）は複数 の

モ デ ル か ら最良 の モ デ ル を選択す る ときに用 い 、値が 小

さい モ デ ル ほ ど優れて い る と判断す る。

結　果

　質問項 目の 内的整合性 を示す ク ロ ン バ ッ クの α 係数

（小 塩 2004）は、ほぼ す べ て の 規 定因 で O．8 以 上 で あ り、

内的整合性 は 高か っ た （表 1）。「コ ス ト感」を測定した

3 項 目の み α 係数が低めで あっ た が、信頼性が保 た れ て

い る こ との
一

般的 な判断基 準 で ある 0．6 の 値は超 えた た

め、因子 と して 用 い る こ と と した 。こ れ らの 結果 か ら、

測定 した 「生 態系サ ービ ス 」、「社会規範」、「コ ス ト感」、

「愛着」、保全 の 「行動意図」 の 各因子 は安定 して 存在す

る と考え られ た。
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市民の生態系サービスの認知と保全行動意図

　「行動意図」と 4つの「生態系サービス」との相関係
数を表 2に示す。「行動意図」との相関が最も強いのは「文
化的サービス」であった。また、4つの「生態系サービス」
の間には高い相関が認められた。測定した各要因につい
て、回答結果の平均値を表 3に示す。4つの「生態系サ
ービス」の平均値はどれも 3.5を超えており、回答者の
各サービスからの恩恵の認知は高かった。
　仮説の意思決定モデルの検証では、潜在変数を減らす
ことによって適合度の高いモデルを探索した。「生態系
サービス」の項目は、各サービス間に高い相関が認めら
れたため、「行動意図」との相関が最も高い「文化的サ
ービス」だけを採用して、モデルを修正し、その他の要
因との関係を検証した。
　修正した仮説モデルを検証するため、要因間の関係性
の有無など複数のモデル図から、適合度の指標がよいモ
デルを求めた。共分散構造分析により検証した結果、要
因間に有意な関係性があるもののみを残した、「行動意
図」に至る意思決定モデル（図 3）が得られた。モデル
の当てはまりの良さを表す適合度指標は、それぞれ GFI 
= 0.94、CFI = 0.95、AGFI = 0.93、ACFI = 0.81、RMSER 
= 0.028であった（なお、「文化的サービス」だけを採用
したモデルは、その他の生態系サービス（基盤、供給、
調整サービス）を用いたものよりも適合度は高かった）。
また、仮説の段階で、「愛着」は「生態系サービス」か
ら影響を受けると仮定したが、「生態系サービス」は新
しい概念であり、両者が入れ替わったモデル構造になる

可能性も考えられたため、「文化的サービス」と「愛着」
の位置が逆転したモデルについても同様に検証した。そ
の結果、相対的なモデルの良さを示す指標である AIC
の値は、従前の仮定にもとづいた意思決定モデルの方が
低く（AIC 6390 vs 6709）、図 3のモデルの適合度が高い
ことが示された。
　「行動意図」に影響を及ぼす各要因間の関連性を求め
た分析の結果（図 3）からは、仮説モデルの通り「文化
的サービス」と「行動意図」の間には、直接的な有意な
関係が認められた。しかし、「文化的サービス」からの
標準化係数は 0.17と小さく、標準化係数がもっとも大
きかったのは、「社会規範」から「行動意図」に至るパ
ス（係数の値は 0.50）で、次いで大きいのは「コスト感」
からの負のパス（係数の値は -0.26、「コスト感」が大き
いほど「行動意図」が低くなる関係）だった。一方、「愛
着」は仮説モデルと異なり、「行動意図」との直接的な
関係性は認められなかったものの、「社会規範」と「コ
スト感」への有意な関係はあり（「コスト感」へは負の
有意なパス、つまり、「愛着」が大きいほど「コスト感」
は低くなる関係）、これらを介して「行動意図」に影響
するパスが認められた。さらに、「文化的サービス」 か
らは「社会規範」と「愛着」への有意なパスが認められ、
これらの関係についての仮説は支持された。
　回答者の居住地の都市化の度合いから、回答者を 3つ
にグループ分けし（a 都会群：建物率 70％以上、b 中間群：
建物率 20～ 70％、c 農村地域群：建物率 20％以下）、

表 2．行動意図と生態系サービスの相関関係（n=5225）。
基盤サービス 供給サービス 調整サービス 文化的サービス

行動意図 0.25*** 0.25*** 0.27*** 0.31***
基盤サービス ‐ 0.81*** 0.85*** 0.69***
供給サービス ‐ 0.80*** 0.71***
調整サービス ‐ 0.72***
文化的サービス ‐
数値は Pearsonの相関係数
***p<0.01

表 3．各要因の平均値と分散分析結果。（　）は標準偏差。
　要因 全体 a 都会 b 中間 c 農村地域 F値 多重比較
行動意図 2.92（0.77） 2.87（0.78） 2.92（0.77） 2.99（0.76） 5.57 a<c*
基盤サービス 3.93（0.84） 3.87（0.87） 3.94（0.83） 3.95（0.84） 3.60 a<b*
供給サービス 3.72（0.81） 3.70（0.85） 3.73（0.80） 3.74（0.78） 0.73
調整サービス 3.79（0.81） 3.73（0.85） 3.81（0.79） 3.83（0.82） 5.80 a<b*
文化的サービス 3.54（0.78） 3.52（0.81） 3.55（0.77） 3.54（0.80） 0.77
愛着 3.22（0.92） 3.21（0.90） 3.21（0.92） 3.27（0.98） 1.60
社会規範 3.11（0.81） 3.04（0.85） 3.13（0.80） 3.16（0.81） 7.07 a<b*、a<c*
コスト感 3.16（0.70） 3.15（0.70） 3.17（0.70） 3.16（0.70） 0.16
*p<0.01
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表 2．行 動意図 と生 態 系サービス の 相 関関係 （n＝5225）。

基盤サービス

　 0．25＊ ＊ s

供給サービス 調整サービ ス　 　 文化的サービス

行動意 図

基盤サ
ービス

供給サ
ービス

調整サービス

文化的サ
ービス

0．25＊ ＊ ＊

0．81＊ ＊ ＊

0．27＊ ＊ ＊

0．85＊ ＊ ＊

0．80＊ ＊ ＊

0．31＊ ssO

．6gsssO
．71sssO
．72sss

数値は Pears〔m の 相関係数
＊ SSPdO ．01

表 3．各要因の 平均値 と分散分析 結果。（ ） は標準偏 差。

要 因 全体 a 都 会 　 b 中間

2．92　（0．77）
3．％ 　　（0．83）
3．73　（0．80）
3．81　（0．79）
3．55　（0．77）
3．21　（0．92）
3．13　（0．80）
3．17　（0．70）

c 農村地域　　 F 値　　　多重比較

行動意 図

基盤サ
ービス

供給サ ービス

調整サ
ービス

文化 的サ
ービス

愛着

社会規範

コ ス ト感

292 　（0．77）　　　2．87　（0．78）
393 　（0．84）　　　3．87　（0．87）
3．72　（0．81）　　　3．70　（0．85）
3．79　（0．81）　　　3．73　（0．85）
3．54　（0．78）　　　352 　（0．81）
3．22　（0．92）　　　3．21　（0．90）
3．11 （0．81）　　 3．04 （0．85）
3．16　（0．70）　　　3．15　（0．70）

2．99　（0．76）　　　　557
3．95　（0．84）　　　3．60
3．74　（0．78）　　　 0．73
3．83　（0．82）　　　　5．80
354 　（0．80）　　　0．77
3．27　（0．98）　　　　L60

3．16　（0．81）　　　 7．07
3．16　（0．70）　　　　0．16

a＜ c ＊

a＜bS

a＜bS

aくb＊、a ¢
＊

＊
p く0．01

　「行動意図」 と 4 つ の 「生態系サ
ービス 」 との 相関係

数 を表 2 に 示す。「行動意図」との 相関が 最 も強い の は「文

化 的 サービ ス 」で あ っ た。ま た、4 つ の 「生 態系サービ ス 」

の 間に は 高い 相 関が 認 め られ た。測定した各要因につ い

て 、回答結果 の 平均値を表 3 に示す。4 つ の 「生 態系サ

ービス 」の 平均値 は どれ も 3．5 を超えて お り、回 答者 の

各 サービス か らの 恩恵 の 認知 は 高 か っ た。

　仮説の 意思決定モ デ ル の 検証 で は、潜在変数を減 らす

こ と に よ っ て 適 合度 の 高い モ デ ル を探索 した。「生 態系

サービス 」の 項 目は、各サ ービス 間 に高 い 相 関が 認 め ら

れ た た め、「行動意図」 と の 相関が 最 も高 い 「文化的サ

ービ ス 」だ け を採用 して、モ デ ル を修正 し、その 他 の 要

因との 関係 を検証 した。

　修正 した仮説 モ デ ル を検証す る た め、要因間の 関係性

の 有無な ど複数 の モ デ ル 図か ら、適 合度 の 指標が よい モ

デ ル を求め た。共分散構造分析 に よ り検証 した 結果、要

因間 に有意な関係性がある もの の み を残 した、「行動意

図」 に至 る意思 決定 モ デ ル （図 3）が得 られ た。モ デ ル

の 当 て は ま りの 良 さ を表 す 適合 度 指標 は、そ れ ぞ れ GFI

＝O．94、CH ニ0．95、　 AGF 【＝O．93、　 ACFI ＝0．81、　 RMSER

＝0．028 で あっ た （なお、「文化的サ
ービス 」 だ けを採用

した モ デ ル は、その 他 の 生 態系サ ービス （基 盤、供給、

調整 サ
ービス ） を用 い た もの よ りも適合度 は 高 か っ た ）。

また、仮説 の 段階で 、「愛着」 は 「生 態系サ ービス 」 か

ら影響 を受ける と仮定 した が、「生 態系サ ービス 」 は新

しい 概念 で あり、両者が 入 れ替 わ っ た モ デ ル構造 に な る

可能性 も考えられた た め、「文化的サ
ービス 」 と 「愛着」

の 位置が 逆転 した モ デ ル に つ い て も同様に 検証 した。そ

の 結 果、相 対 的 な モ デ ル の 良 さ を示 す 指 標 で あ る AIC

の値 は、従前 の仮定に もとつ い た意思決定モ デ ル の方が

低 く （AIC　6390　vs　6709）、図 3 の モ デ ル の 適 合度が 高 い

こ とが 示 さ れ た。

　「行動意図」 に影響を及 ぼ す各要因間 の 関 連性 を求 め

た分析 の 結果 （図 3）からは、仮説 モ デ ル の 通 り 「文化

的サービス 」 と 「行動意図」 の 間に は、直接的な有意 な

関係 が 認め られ た。しか し、「文化的サ ービス 」 か らの

標準化係数 は 0．17 と小 さ く、標準化係数 が もっ と も大

きか っ た の は、「社会規範」か ら 「行動意図」 に至 るパ

ス （係数 の値 は 0．50）で、次い で 大きい の は 「コ ス ト感」

からの 負 の パ ス （係数の 値 は 一〇．26、「コ ス ト感」が大 き

い ほ ど 「行動意図」 が低 くな る 関係） だ っ た。一
方、「愛

着」 は仮説 モ デ ル と異 な り、「行動意図」 との 直接 的な

関係性 は認められなか っ た もの の、「社会規範」 と 「コ

ス ト感」へ の 有意 な 関係 は あり （「コ ス ト感」へ は負の

有 意 なパ ス 、つ ま り、「愛着 」 が 大 きい ほ ど 「コ ス ト感 」

は 低 くな る 関係）、こ れ らを介 して 「行動意図」 に影響

す る パ ス が認め られ た 。 さらに、「文化的サ
ービス 」か

らは 「社会規範」 と 「愛着」へ の 有意な パ ス が 認め られ、

こ れ らの 関係 につ い て の 仮説 は 支持 さ れ た。

　回答者 の 居住地 の 都市化 の 度合 い か ら、回答者 を 3 つ

に グ ル
ープ分け し （a 都会群 ：建物率 70％以 上 、b 中間群 ：

建物率 20・一・70％、c 農村地域群 ：建物率 20％ 以下 ）、
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各要因に対する回答の平均値を比較した結果を表 3に示
す。回答の平均のうち、3群間で差が認められたのは、「行
動意図」「基盤サービス」「調整サービス」「社会規範」
だった。「行動意図」は都会よりも農村地域の方が平均
が高く、「基盤サービス」と「調整サービス」は都会群
よりも中間群の方が高かった。「社会規範」は都会群よ
り中間、都会群より農村地域群が高かった。その他の要
因の平均値は 3群間で有意差は認められなかった。さら
に、多母集団同時分析（最尤推定法）を行い、比較した
結果を図 4に示す。分析の結果、得られた 3つのパス図
は、意思決定のパス構造に違いは認められなかった。関
係性の強度を示す要因間の標準化係数の大きさは、すべ
てのグループで共通して「社会規範」から「行動意図」
への係数が最も大きく、「文化的サービス」から「行動
意図」への係数は小さかった。多母集団同時分析により
3群それぞれのモデル間でパスの関係性の強さについて
有意差検定をした結果、「文化的サービス」から「愛着」

へのパスと（a<c、b<c）と「コスト感」から「行動意図」
へのパス（a<c、b<c）において、5％水準の統計的な有
意差が認められ、どちらも農村地域群がその他の群より
パスの影響力は大きかった。

考　察

「生態系サービス」と「行動意図」との関係
　最終的に分析から得られた意思決定モデルでは「生態
系サービス」のうち、「文化的サービス」と「行動意図」
との間の有意な正の関係が認められた。これは「生態系
サービス」への認知が保全のための行動意図を高めると
いう本研究の仮説を支持するものである。一方で、「文
化的サービス」との関係が最も強かったものの、他の 3
つの「生態系サービス」についても「行動意図」と正の
相関が認められ、かつ、各サービス間の相関は高かった。
生態系サービスはMillennium Ecosystem Assessmentの報

図 3．「保全に関連強い行動意図」に影響を及ぼす各要因間の関連性（全データを用いた場合）。有効回答（5225件）を用い、
「保全に関連強い行動意図」を目的変数とし共分散構造分析を行い（GFI=0.95、CFI=0.95、AGFI=.93、PCFI=0.81、

RMSEA=0.028）、結果からパス図を作成した。図中の楕円は潜在変数、四角形は観測変数、矢印は1％水準で有意な関係、
矢印の太さは標準化係数の大きさを示す（破線は 0.20未満、実線は 0.20～ 0.45未満、太線は 0.45以上）。誤差項の
図示は省略した。「文化的サービス」「愛着」「コスト感」「社会規範」「保全に関連強い行動意図」は表 1の尺度に対応、
それぞれの質問項目への回答得点により構成されている。

The Ecological Society of Japan

NII-Electronic Library Service

The 　Ecological 　Society 　of 　Japan

今井 葉 子 ・角 谷 拓 ・上 市 秀 雄 ・高 村 典 子

図 3　「保全 に関連強い 行 動意図」に影響 を及 ぼす各要 因間の 関連 性 （全 データを用 い た場合）。 有効 回答 （5225 件）を用い 、
　 「保全 に関連 強い 行動意 図」 を 目的変数 と し共分 散構造分析 を行 い （GF 【S ．g5、　 CFI＝0．g5、　AGFI ＝．g3、　PCFI ＝O．81、

　 RMSEA ＝ O．〔r28）、結果か らパ ス 図 を作成 した。図中の 楕 円は潜在変数、四角形 は観測変数、矢印 は 1％水 準で 有意な関係、
　 矢印 の 太 さは標準化係 数の 大 きさを示す （破 線 は 0．20 未満、実線 は O．20 − O．45 未満、太線 は O．45 以上 ）。 誤 差項の

　 図示 は省略 した。「文化的サービス 」「愛着」「コ ス ト感」「社会規範 」「保全 に関連強い 行 動意図」は表 1 の 尺度 に対応、

　 それぞれの 質問項 目へ の 回答得点に よ り構成 されて い る 。

各要因 に対す る 回答 の 平均値 を比較 した結果を表 3 に示

す。回答 の 平均 の うち、3群間で 差が 認 め られ た の は、「行

動意図」「基 盤 サービ ス 」「調整 サ ービ ス 」「社会規範」

だっ た。「行動意図」 は都会 よ りも農村地域 の 方が 平均

が高 く、「基盤サ
ービス 」 と 「調整サ

ービ ス 」 は都会群

よ りも中間群の 方が 高 か っ た。「社会規範」 は都会群 よ

り中間、都会群 よ り農村地 域群 が高 か っ た。その 他 の 要

因の 平均値 は 3群間で 有意差 は認められなかっ た 。 さら

に、多母集団同時分析 （最尤推定法）を行 い 、比 較 した

結 果 を図 4 に示 す 。分 析 の 結 果 、得 られ た 3 つ の パ ス 図

は、意思決定の パ ス 構造 に違 い は認 め られ な か っ た 。関

係性の 強度を示す要因間の 標準化係数 の 大 きさは、すべ

て の グ ル
ープ で 共通 して 「社会規範」か ら 「行動意図」

へ の 係数 が 最も大 きく、「文化的サ
ービ ス 」か ら 「行動

意図」へ の 係数 は小 さか っ た。多母集団同時分析 に よ り

3群それ ぞ れ の モ デ ル 間で パ ス の 関係性の 強 さ につ い て

有意差検定をした結果、「文化的サービス 」か ら 「愛着」

へ の パ ス と （aくc、bくc）と 「コ ス ト感」か ら 「行動意図」

へ の パ ス （a＜ c、bく c）に お い て 、5％ 水準 の 統計的 な有

意差が 認 め られ、どち ら も農村地 域群が その 他 の 群 よ り

パ ス の影響力 は大 きか っ た。

考　察

「生態系サ
ービス 」と 「行動意図」との 関係

　最終的に分析 か ら得 られ た意思 決定 モ デ ル で は 「生 態

系サ ービ ス 」 の うち、「文 化 的 サービ ス 」 と 「行 動 意 図 」

との 間の 有意 な正 の 関係が 認 め られ た。こ れ は 「生態系

サ
ービ ス 」へ の 認知が保全 の た めの 行動意図を高める と

い う本研究 の 仮説 を支持す る もの で あ る。一
方で 、「文

化的サ
ービス 」 との 関 係 が最 も強か っ た もの の、他 の 3

つ の 「生 態系サ ービ ス 」 に つ い て も 「行動意図」 と正 の

相関が 認 め られ、かつ 、各サービス 間の 相関 は高か っ た。

生態系サ ービ ス は M 皿er　ni   m 　E 。・ system 　Assessmentの報
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市民の生態系サービスの認知と保全行動意図

告書では専門家により個別の 4タイプのサービスとして
区分されるが、本調査の対象である一般市民にとっては、
4タイプの分類はそれほど明瞭なものではなく、ほぼ同
一のものとして評価された可能性が考えられる。また、
いずれのサービスも人間社会に正の恩恵をもたらすこと
については共通しており、認知の傾向が相関するのは自
然であると考えられる。また、本研究では十分に検証で
きなかったものの、各サービスへの認知の間に因果関係
がある場合や、各サービスをつなぐ未知の共通の要因が
ある可能性も考えられる。
　一方で、「文化的サービス」の認知の効果が大きかっ
た理由としては、基盤・供給・調整サービスからもたら
される恩恵はいずれも物質的な利益と比較的直接的な関
係が明瞭なのに対し、「文化的サービス」はレクリエー
ションや余暇の充実、観光、文学や芸術、人間らしい生
活の質を高めるなど、非物質的な恩恵や精神的な恩恵に
対応するものであり、その他のサービスとは認知・理解

のされ方が異なることが考えられる。さらに、「文化的
サービス」には生物多様性との関連が強いものが比較的
多く含まれると言われている（中静 2011）。「文化的サ
ービス」は精神的な恩恵をもたらす点で一般の人からも
価値を実感されやすく、生物の多様さや生態系の複雑さ
とも比較的良い対応関係にある可能性がある。すなわち、
「文化的サービス」からの非物質的・精神的な恩恵の維
持のため、もしくは、「文化的サービス」と関連性が強
い生物多様性の保全のために、実際の保全行動をしても
よいと思うパスが生じたと考察される。一方で、「文化
的サービス」からの効果が大きかったのは、調査に用い
た「行動意図」の測定内容に由来する可能性も考えられ
る。本調査では被験者である一般市民が個人で実施しや
すい行動に対する意図にのみ限定して測定したが、調査
で扱えていない「行動意図」の中には、行動の規模が異
なるものや、産業を含めたより多様な行動などが含まれ
る。これらの行動に影響する要因を分析すれば、供給サ

図 4．都市化別による「保全に関連強い行動意図」に影響を及ぼす各要因間の関係性。回答者の居住字名を用いて周囲 3 
km圏内の土地利用比率の建物率を算出した。これを都市化の度合いとし、3群に分けて多母集団同時分析（GFI=0.95、
CFI=0.95、AGFI=0.93、PCFI=0.81、RMSEA=0.028）の結果からパス図を作成した（建物率 70％以上・都市 1219件、建物
率 20-70％・中間 3251件、建物率 20％以下・農村地域 755件）。図中の楕円は潜在変数、矢印は 1％水準で有意な関係を示し、
矢印の太さは標準化係数の大きさを示す（破線は 0.20未満、実線は 0.20～ 0.45未満、太線は 0.45以上）。観測変数と誤差
項の図示は省略した。
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市 民 の 生 態系サ ービ ス の 認 知 と保 全 行 動 意 図

a．建物率 70％ 以 上 （都 会 群） b，建物率 2e−．70％ （中 間群） C．建 物率 2e％ 以 下 〔農村 地域 群）

　 　 GFI＝0．94
　 　 CFI＝0．95
　 　 AGFI＝O．9S
　 　 PCFI＝O．Bl
　 　 　 RMSEA ＝ 0．OZ8
　 　 p＜ 0．001

図 4　都 市 化別 に よ る 「保全 に 関連 強い 行動 意 図」 に 影響 を及 ぼ す 各要 因間 の 関係 性。回答 者 の 居住 字名 を 用 い て 周囲 3

　 km 圏内の 土 地 利用比 率の 建物率を算出 した。これ を都市化の 度合い と し、3 群 に 分けて 多母 集団 同時分析 （GFI ＝O．95、

　 CFI＝095 、　AGFI ＝O．93、　PCFI ＝O．81、　 RMSEA ＝O．028）の結果 か らパ ス 図 を作成 した （建物率 70％以 上
・都市 121g 件、建物

　 率20−70％
・
中間 3251 件、建物率 20％ 以 下

・
農村地域 755 件）。図中の 楕円は 潜在変数、矢印は 1％水準で 有意な 関係を示 し、

　 矢印の 太さ は標準化係数の大 き さを示す （破線は O．20 未満、実線は 0．CO − O．45 未満、太線は O．45 以 上 ）。観測変数と誤差

　 項の 図示 は省 略 した。

告書 で は専 門家 に よ り個別 の 4 タイ プの サ ービ ス として

区分 され る が、本調査 の 対象で あ る
一

般市民 に とっ て は、

4 タ イ プ の 分類 はそれ ほ ど明瞭 な もの で は な く、ほ ぼ 同

一
の もの として 評価 さ れ た 可 能性 が 考えら れ る。また、

い ずれの サ
ービス も人間社会 に正 の 恩恵をもた らす こ と

に つ い て は共通 して お り、認知 の 傾向が 相関す る の は 自

然 で ある と考 えられ る。また、本研究 で は十分 に検証 で

きなかっ た もの の、各サ
ービス へ の 認知 の 間に 因果関係

が ある場合 や、各サ ービス をつ な ぐ未知 の 共通 の 要因が

あ る 可 能性 も考 えられ る。

　
一

方 で、「文化的サービス 」 の 認知の 効果 が 大きか っ

た 理由 と して は、基盤 ・供給 ・調整サ
ービス からもた ら

され る 恩恵 はい ず れ も物質的な利益と比 較的直接的な 関

係 が 明瞭 な の に対 し、「文化的サ
ービス 」 は レ ク リ エ

ー

シ ョ ン や 余暇の 充実、観光、文学 や 芸 術、人間 ら しい 生

活の 質を高め る な ど、非物質的な恩恵 や精神的な恩恵 に

対応する もの で あり、そ の他 のサ ービス とは認知 ・理 解

の され 方が 異 な る こ とが 考 え られ る。さ ら に、「文化的

サ ービ ス 」 に は生 物多様性 との 関連が 強 い もの が 比 較的

多 く含ま れ る と言 わ れ て い る （中静 2011）。「文化的 サ

ービス 」 は精神的な恩恵をもた らす点 で
一

般 の人 か ら も

価値を実感されやす く、生物 の 多様さや生態系 の 複雑さ

と も比 較的良い 対応関係 に ある 可能性 が ある 。す なわ ち、

「文化的サービ ス 」 か らの 非物質的
・
精神的な恩恵 の 維

持 の た め、もしくは、「文化的サ
ービス 」 と関連性が強

い 生 物多様性 の 保全 の た め に、実際の 保全 行動 を して も

よい と思 うパ ス が 生 じた と考 察 され る。一
方 で 、「文 化

的サービス 」 か らの 効果 が大 きか っ た の は 、調査 に用 い

た 「行動意図」 の 測定内容 に 由来する 可能性 も考えられ

る。本調査 で は被験者 で ある一
般市民 が個人で 実施 しや

すい 行動 に対する 意図に の み 限定 して 測定 した が、調査

で 扱 え て い な い 「行動意図」 の 中に は、行動 の 規模 が異

な る もの や、産業 を含め た よ り多様な行動 な どが含ま れ

る。こ れ らの行動 に影響す る要因を分析す れ ば、供給サ
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ービスや調整サービスへの認知度との関連性が示される
可能性がある。

「行動意図」に影響をもたらす規定因
　「行動意図」に直接的に影響をもたらす要因として、「文
化的サービス」「社会規範」「コスト感」との有意な関係
が認められた。また、「文化的サービス」は「愛着」と「社
会規範」を介して、間接的にも影響をもたらし、「愛着」
は「社会規範」と「コスト感」を介して間接的に影響を
もたらす可能性が示された。「文化的サービス」からの
恩恵の認知が「社会規範」と「愛着」に影響を及ぼすこ
とは、すべての「生態系サービス」からの影響を想定し
た予測モデルとは完全には一致しなかった。分析結果か
ら、「文化的サービス」は「社会規範」や「愛着」と相
関する構成概念として存在し、身近な近隣の他者からの
期待である「社会規範」を規定する要因や、居住地に対
する「愛着」を規定する要因とになり、間接的に「保全
に影響強い行動意図」を喚起させる可能性が考えられた。
　社会心理学の分野では、環境配慮行動を扱う研究にお
いて、個人の目標意図と行動意図を促進させる様々な働
きかけについての検討が進められている。環境配慮行動
の意図を高める、環境認知の変容を促す方法の中には、
情動的アプローチに関する調査報告がある（野波ほか 
2002b）。情動的アプローチでは、地域の共有財（河川周
辺）の保全など、個人の行動意図を促進させる要因とし
て、地域への帰属意識や地域環境への愛着など情動的要
因からの影響が指摘されている。本研究の結果である「愛
着」からの「行動意図」への間接的な影響や、「愛着」
に影響を及ぼす「文化的サービス」の認知から「行動意
図」への直接的・間接的な影響の効果は、これら情動的
アプローチの一部として位置づけることができると考え
られる。
　「社会規範」から「行動意図」への直接的な正のパス、
「コスト感」から「行動意図」への直接的な負のパスが
認められたことから、周囲の人が取り組む保全行動を認
知することや、社会から行動を期待されていると認知す
ることで、保全の行動をとってもよいと思う傾向があり、
一方、保全行動を行うために余計なお金や時間や手間が
かかると感じると、保全の行動をとりたくないと思う傾
向が認められた。
　社会心理学の既往の事例研究では、私たちが環境行動
を行う際に周囲から受けている影響についての報告があ
る（広瀬 1994；野波ほか 1997；安藤・広瀬 1999；大友・
広瀬 2007）。社会的な影響を情報的影響と規範的影響の

2つに分類した上で、規範的影響は、周囲の他者からの
肯定的な期待に添おうとして、その意向にあわせた行動
や態度をとることを事例研究から示している（広瀬 
1994；Bratt 1999；Hunecke et al. 2001；依藤 2003）。本調
査の分析結果においても、既往の環境配慮行動で報告さ
れたリサイクル行動などの環境行動に対する規範的影響
と同様の傾向が認められた。また、Ajzen and Fishbein
（1980）による「環境配慮行動が社会的に望まれている
との判断によって、行動をとろうとする意志が形成され
る」という仮定は本調査でも支持された。本研究の分析
結果から得られた意思決定モデルでは「社会規範」から
「行動意図」へのパス係数が最も大きいことから、社会
的に保全に関連強い様々な行動パターンが周知され、所
属集団で共通の認識が広まり、行動に対する周囲からの
期待を感じられるようになることが、実際の行動の促進
にはもっとも効果が高いと予想される。

都市化度合いによる比較
　居住地の建物率を用いて都市化の度合いから 3グルー
プの意思決定モデルを比較すると、どのグループにも共
通して「社会規範」と「行動意図」との間に強い相関が
認められたことから、保全の「行動意図」は居住地域の
都市化度合いによらず、周囲の身近な他者からの働きか
けの影響が大きい事が考えられた。また、居住地域の環
境の違いによらず、「行動意図」に至る意思決定プロセ
スの構造はそれほど変わらなかった理由として、今回の
調査の測定に用いた「文化的サービス」の認知の 3つの
測定項目では居住地の環境による違いを表現しきれなか
った可能性が挙げられる。この結果は、地域によって具
体的に提供される「文化的サービス」の内容などは、そ
れぞれの地域特性に応じて異なってくるものの、保全行
動を促進させるためのアプローチとして、「文化的サー
ビス」の認知を高める方法や、居住地域の「社会規範」
の認知を高める方法は、いずれの地域でも効果的である
ことを示唆している（文化的サービスや社会規範へのア
プローチ）。
　一方で、パス係数を比較すると、「文化的サービス」
から「愛着」への影響は、農村地域群（0.37）とその他
の群（中間群（0.27）、都会群（0.25））の間にそれぞれ
有意差が認められた。居住地の自然度が高い農村地域群
では、「文化的サービス」の認知による居住地域への「愛
着」への効果（生態系からの精神的な恩恵を認知するこ
とで、居住地域への愛着感・結びつきの実感）がやや大
きくなる可能性が考えられる。また、有意な差ではない
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一ビ ス や 調整サ ービ ス へ の 認知度 との 関連性が 示 さ れ る

可 能性 が ある。

「行動意図」に影響 を もた らす規定因

　「行動意図」に直接的 に影響 をもた らす要因 と して、「文

化的サ
ービス 」「社会規範」「コ ス ト感」 との 有意な関係

が 認め られ た。また、「文化的サ ービス 」は 「愛着」と 「社

会規範」を介 して、間接的 に も影響 をもた ら し、「愛着」

は 「社会規範」 と 「コ ス ト感」 を介 して 間接的に影響を

もた らす可能性が示された 。 「文化的サ
ービス 」からの

恩恵の 認知が 「社会規範」 と 「愛着」 に影響を及 ぼす こ

と は、すべ て の 「生態系 サ
ービス 」 か らの 影響を想定 し

た 予測モ デ ル と は完全 に は一致 しな か っ た。分析結果 か

ら、「文化的サ ービ ス 」 は 「社会規範」 や 「愛着」 と相

関 する構成概念 として存在 し、身近 な近隣の他者 か らの

期待 で ある 「社会規範」 を規定す る 要因や、居住地 に対

す る 「愛着」 を規 定す る要 因 と にな り、間接 的 に 「保 全

に影響強い 行動意図」を喚起 させ る 可 能性が 考え られ た 。

　社会心理学 の 分野 で は、環境配慮行動を扱 う研究 に お

い て 、個人の 目標意図 と行動意図 を促進 させ る 様々 な働

きか け につ い て の 検討 が 進 め られ て い る。環 境 配 慮行 動

の 意図を高 め る、環境認知の 変容を促す方法 の 中 に は、

情動的 ア プ ロ ーチ に関す る調査 報告が あ る （野波 ほ か

2002b）。情動的ア プロ ーチ で は、地域 の 共有財 （河川 周

辺 ）の 保全 な ど、個人 の 行動意図を促進 させ る 要因 と し

て 、地域 へ の 帰属意識 や地域環境へ の 愛着な ど情動的要

因か らの 影響が 指摘 され て い る。本研究の 結果で あ る「愛

着」 か らの 「行動意図」 へ の 間接 的 な影響 や、「愛着」

に 影響 を及ぼす 「文化的サ ービス 」 の 認知 か ら 「行動意

図」へ の 直接的
・
間接的な影響 の 効果 は、こ れ ら情動的

ア プロ ーチ の
一

部 として位置づ け る こ とが で きる と考え

られる 。

　「社会規範」か ら 「行動意図」へ の 直接的な 正 の パ ス 、

「コ ス ト感」 か ら 「行動意図」 へ の 直接的な負 の パ ス が

認められた こ とから、周囲の 人が取 り組む保全行動を認

知する こ とや、社会 か ら行動 を期待 され て い る と認知す

る こ とで 、保 全 の 行 動 を とっ て もよい と思 う傾 向が あ り、
一

方、保全行動 を行 うた め に余計 な お金 や時間や手間が

かかる と感じる と、保全 の 行動 をと りた くない と思 う傾

向が 認め られ た。

　社会心理 学 の 既往 の 事例研究 で は、私 た ちが 環境行動

を行 う際 に周囲か ら受けて い る 影響 につ い て の 報告が あ

る （広瀬 1994 ；野波 ほか 1997 ；安藤
・
広瀬 1999 ；大友

・

広瀬 2007）。社会的な 影響 を情報的影響と規範的影響 の

2 つ に分類 した 上 で 、規範的影響 は、周囲の 他者 か ら の

肯定的な期待 に添 お うとして、そ の意向に あわせ た行動

や 態度 を と る こ と を事 例研 究か ら示 して い る （広瀬

1994 ；Bratt　1999 ；Hunecke・et ・al．2001 ；依藤 2003）。本調

査 の 分析結果 にお い て も、既往 の 環境配慮行動 で 報告 さ

れた リサイク ル 行動な どの 環境行動 に対す る 規範的影響

と同様の 傾向が 認 め られ た。ま た、Ajzen　and 　Fishbein

（1980）に よ る 「環境配慮行動 が 社会的 に望まれ て い る

との 判断に よ っ て、行動を とろ うとす る 意志が 形成 さ れ

る 」 とい う仮定 は本調査 で も支持された 。 本研究 の 分析

結果 か ら得 られ た意思決定モ デ ル で は 「社会規範」 か ら

「行動意図」へ の パ ス 係数が 最 も大 きい こ とか ら、社会

的に 保全 に 関連強 い 様 々 な行動パ タ
ー

ン が 周知 さ れ、所

属集団で 共通 の 認識が 広 ま り、行動 に対す る周囲か らの

期待を感 じ られ る ように な る こ とが、実際 の行動 の促進

に は もっ と も効果が 高 い と予 想 さ れ る。

都市化度合 い に よ る比較

　居住地 の 建物率を用 い て 都市化 の 度合 い から3 グル
ー

プ の 意思 決定 モ デ ル を比 較す る と、どの グ ル
ープ に も共

通 して 「社 会 規 範」 と 「行 動 意 図」 との 間 に強 い 相 関が

認 め られ た こ とか ら、保全 の 「行動意図」 は居住地域 の

都市化度合 い に よ らず、周囲の 身近 な他者 か らの 働 きか

け の 影響が 大 きい 事が 考え られ た。また、居住地域 の 環

境 の 違い に よ らず、「行動意図」 に至 る 意思決定 プロ セ

ス の 構造 は それほ ど変わらなかっ た理由 と して 、今回の

調査 の 測定 に用 い た 「文化的サービス 」 の 認知 の 3 つ の

測定項 目で は居住地 の 環境 に よる違 い を表現 し きれ な か

っ た可能性 が挙げ られ る 。こ の 結果 は、地 域 に よっ て 具

体的に提供 さ れ る 「文化的サービ ス 」 の 内容 な どは、そ

れ ぞ れ の地域特性 に応 じて異 な っ て くる もの の、保全行

動 を促進させ る た めの ア プロ
ー
チ と して 、「文化的サ

ー

ビス 」の 認知 を高め る 方法 や 、居住地 域 の 「社会規範」

の 認知 を 高め る 方法 は、い ずれ の 地域 で も効果的で ある

こ とを示唆して い る （文化的サ
ービス や社会規範へ の ア

プ ロ ーチ）。

　
一

方 で 、パ ス 係 数 を比 較 す る と、「文 化 的 サ ービ ス 」

か ら 「愛着」へ の 影響 は 、農村地域群 （0．37）とそ の 他

の 群 （中間群 （0．27）、都会群 （0．25）） の 間 に それぞれ

有意差 が 認め られ た。居住地の 自然度が 高い 農村地域群

で は 、「文化的サ
ービス 」の 認知 に よ る 居住地域へ の 「愛

着」へ の 効果 （生 態系 か らの 精神的な恩恵 を認知す る こ

とで、居住地 域へ の 愛着感
・
結 びつ きの 実感）が や や大

きくな る可 能性が 考え られ る。また、有意 な差 で は な い
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ものの、「愛着」から「社会規範」への影響は、都市群
よりも農村地域群の方が大きく、居住地の自然度が高い
方が居住地への「愛着」が「社会規範」を高める可能性
（居住地に対する愛着があるほど、周囲の他者との関係
性・期待感が高まる）が考えられる。さらに、「コスト感」
から「行動意図」への負の影響についても、農村地域群
（-0.32）とその他の群との間で有意差があり（中間群 
（-0.26）、都会群（-0.22））、居住地の自然度が高いと保
全に関連強い行動に対する時間や手間などの負担感が大
きくなることが伺えた。ここから、居住地の都市化度合
いの比較ではパス構造が異なるほどの明確な差異は認め
られなかったものの、各要因間の関係性において一方向の
傾向を示す多少の差が生じている可能性が示唆される。

市民へのはたらきかけの方法
　調査の結果、周囲の他者や所属の社会からもたらされ
る影響である「社会規範」と「行動意図」と間に強い関
係が認められ、「社会規範」を高めることによって保全
の行動意図が高まる可能性が示された。個人の環境配慮
行動における社会規範や友人・家族等からの影響につい
て考察した西尾（2010）は、社会規範にはいくつかの様
相があり、それらは行動に異なった影響を及ぼすことを
指摘している。また、社会心理学の既存研究では、行動
変容のアプローチとして、社会的規範に働きかける有効
性が報告されている。地下鉄の利用行動を対象にした研
究事例では、外からの影響が、個人の価値・判断の体系
である個人的規範に影響を及ぼし、行動に至ることが示
された（Hunecke et al. 2001）。ここから、依藤（2008）は、
周囲からの期待を感じる体験が重なることで、環境に優
しい社会的規範が内面化され、自分の行動を律し、自発
的に行動が導かれる可能性を指摘している。本調査で扱
った自然環境の保全に関連する行動についても同様に、
家族や学校や地域社会からの期待があることで行動意図
や行動が変容される可能性があるため、上記のような社
会規範変容のアプローチとして報告されている「行動評
価の変容アプローチ」は役立てることができるだろう。
　「行動意図」を高め、活動に参加する行動を促進する
には、周囲の人を巻き込みながらの行動（社会規範の変
容アプローチ）、「コスト感」の減少、「文化的サービス」
に対する恩恵の認知の向上が有効となると考えられる。
直接的に「行動意図」を高めると考えられる「文化的サ
ービス」からの恩恵の認知は、「身近な自然環境と精神
的な結びつきを感じる」ことと関係があり、居住地にあ
る環境資源からの恩恵を認知することが重要といえる。

個人がどのような「文化的サービス」を享受しているか
を認知するには、身近な環境に関する情報の共有に加え
て、散歩やレクリエーションなどを通じ様々な環境資源
に触れるなど、「生態系サービス」を実感できるような
機会を増やすことや、身近な環境への関心を持ちやすい
ような取組みづくりが効果的であると考えられる。

おわりに

　本研究では、既存の知見で報告がある「社会規範」・「愛
着」・「コスト感」と環境配慮の「行動意図」との関係に
加え、新たに「文化的サービス」から恩恵を受けている
と感じているかという概念があることを意思決定モデル
から示し、「文化的サービス」と保全行動の意図との間
の関係性を検討した。定量化することが難しい「生態系
サービス」については、「生態系サービス」から受ける
恩恵への理解を測定し、この値を指標に代用したことで、
「生態系サービス」の認知と環境保全の「行動意図」と
の関係性を示すことができた。
　今回の調査では「文化的サービス」からの恩恵として
代表的な 3項目を用いて測定したが、実際には「文化的
サービス」に該当するサービスの詳細は多岐にわたる。
これらのうちには認知されやすいもの、されにくいもの
などがあるため、どのサービスと環境保全の「行動意図」
との関連が強いのかについては、環境配慮行動を予測す
るモデルの精度を高めるため、今後、具体化し明らかに
していく必要がある。さらに、認知されにくい生態系サ
ービスの価値や市民の評価を整理し、正しい情報を広め
るための手法を提示することが次の課題である。また、
本調査で用いた「社会規範」を測定する項目は、「知り
あいが行動したら」といった仮想的な表現を含むため、
先行研究で扱われている「社会規範評価」とは整合しな
い可能性も考えられる。分析の結果、「社会規範」から「行
動意図」への強い影響が示唆されたが、その解釈には制
約があるため、「社会規範」を高める事で実際に「行動
意図」が高まるかどうかについても、具体例を用いた実
験的な研究などによる今後のさらなる検証が必要であ
る。
　環境保全の具体的な「行動」の内容には様々な活動や
行動様式が考えられるため、どのような行動が実際に環
境保全に対して効果的であるのかについては、自然科学
の知見から得られた知識を正しく一般に周知し、取り組
みやすい行動を認知できるように情報発信することが重
要であると言える。
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もの の 、「愛着」 か ら 「社会規範」へ の 影響 は、都市群

よ りも農村地域群 の方が 大 きく、居住地 の 自然度が 高 い

方が居住地へ の 「愛着」が 「社会規範」を高める 可能性

（居住 地 に 対す る 愛着が ある ほ ど、周囲 の 他者 との 関係

性・期待感が 高まる ）が 考え られ る。さ らに、「コ ス ト感」

から 「行動意図」へ の 負 の 影響 につ い て も、農村地域群

（−O．32）とそ の 他 の 群 と の 間 で 有意差 が あ り （中間群

（−0．26）、都会群 （−O．22））、居住地 の 自然度 が 高 い と保

全 に関 連強い 行動 に対す る 時間や手間な どの 負担感 が大

きくな る こ とが伺 えた 。 こ こ から、居住地の 都市化度合

い の 比較で はパ ス 構造 が異 な る ほ どの 明確な差異 は認 め

られ なか っ た もの の 、各要因間の 関 係性 にお い て
一
方向の

傾向を示す多少 の 差が生 じて い る 可能性が 示唆され る。

市民 へ の は た ら きか け の方法

　調査 の 結果、周 囲 の 他者 や所属 の 社会 か らもた らされ

る影響 で あ る 「社 会 規 範」 と 「行 動 意 図」 と間 に 強 い 関

係が 認 め られ、「社会規範」を高 め る こ とに よ っ て 保全

の 行動意図が高 まる 可能性が示 された 。 個人 の 環境配慮

行動 に お ける 社会規範や 友人
・
家族等か らの 影響 に つ い

て 考 察 した西 尾 （2010）は、社 会 規 範 に は い くつ か の 様

相 が あり、そ れ らは行動 に異 な っ た影響を及 ぼす こ とを

指摘 して い る。また、社会心 理 学 の 既存研究 で は、行動

変容 の ア プロ ーチ として、社会的規範 に働 きか け る有効

性 が報告 され て い る。地下 鉄 の 利用行動を対象 に した 研

究事例 で は、外からの 影響が、個人 の 価値 ・判断の 体系

で ある個人的規範に影響 を及 ぼ し、行動 に至 る こ とが 示

され た （Hunecke・et・al．2001）。こ こ か ら、依藤 （2008）は、

周囲か らの 期待 を感 じる 体験が 重 な る こ とで、環境 に 優

しい 社会的規範が 内面化 され、自分 の 行動 を律 し、自発

的 に行動 が導 か れ る可 能性 を指摘 して い る。本調査 で扱

っ た 自然環境 の 保全 に 関連す る 行動 につ い て も同様 に、

家族や 学校 や 地 域社会 か らの 期待 が ある こ とで 行動意図

や行動 が 変容 され る可能性が ある た め、上 記 の ような社

会規範変容 の ア プロ ー
チ と して 報告 されて い る 「行動評

価 の 変容 ア プ ロ ーチ」 は役立 て る こ とが で きる だ ろ う。

　 「行 動 意 図 」 を 高 め、活 動 に参加 す る行 動 を促 進 す る

に は、周 囲 の 人 を巻 き込 み な が らの 行動 （社会規範 の 変

容ア プロ ー
チ）、「コ ス ト感」 の 減少、「文化的サ

ービス 」

に対す る恩恵の 認知 の 向上 が 有効 とな る と考え られ る。

直接的 に 「行動意図」 を高 め る と考 えられ る 「文化的サ

ービス 」 か らの 恩恵 の 認知 は、「身近 な 自然環境 と精神

的な 結び つ きを感 じ る」 こ と と関係 が あ り、居住 地 に あ

る環境資源 か らの 恩恵を認知す る こ とが 重要 とい える。

個人が どの ような 「文化的サービ ス 」 を享受して い る か

を認知する に は、身近 な環境 に 関 する情報 の共有 に加え

て 、散歩 や レ ク リエ
ー

シ ョ ン な どを通 じ様 々 な環境資源

に 触 れ る な ど、「生 態系サービス 」 を実感 で きる よ うな

機会 を増 や す こ とや、身近な環境 へ の 関心を持ちやす い

よ うな取組 みづ くりが効果的で ある と考えられる 。

おわ りに

　本研究 で は、既存 の 知見で 報告があ る 「社会規範」・「愛

着」・「コ ス ト感」 と環境配慮 の 「行動意図」 との 関係 に

加え、新 た に 「文化的サ
ービ ス 」 か ら恩恵を受 け て い る

と感 じて い る か とい う概念が ある こ とを意思 決定 モ デ ル

か ら示 し、「文化的サ ービ ス 」 と保全 行動 の 意図 と の 間

の 関係性を検討 した。定量化す る こ とが難 しい 「生態系

サ
ービス 」 に つ い て は、「生態系 サ

ービ ス 」 か ら受 け る

恩 恵 へ の 理 解 を測 定 し、こ の 値 を指 標 に代 用 した こ とで 、

「生態系サービ ス 」 の 認知と環境保全 の 「行動意図」 と

の 関係性を示す こ とがで きた 。

　今回の 調査 で は 「文化的サービス 」 か らの 恩恵 と して

代 表 的 な 3 項 目を用 い て 測 定 した が、実 際 に は 「文 化 的

サービス 」 に該当す るサ ービス の 詳細 は多岐 に わ た る。

これ らの うち に は認知 され や すい もの 、され に くい もの

な どが ある た め、どの サービス と環境保全の 「行動意図」

との 関連が 強 い の か につ い て は、環境配慮行動を予 測す

る モ デ ル の 精度を高める た め、今後、具体化 し明らかに

して い く必 要が ある。さ らに、認知 さ れ に くい 生 態系サ

ービ ス の 価値 や市民 の 評価を整理 し、正 しい 情報を広 め

る た め の 手法 を提示す る こ とが 次 の 課題 で ある 。また、

本調査 で 用 い た 「社会規範」 を測定す る項 目は、「知 り

あい が 行動 した ら」 とい っ た 仮想的 な表現を含むた め、

先行研究で 扱われて い る 「社会規範評価」 とは整合 しな

い 可能性 も考 え られ る 。分析 の 結果、「社会規範」か ら「行

動意図」へ の 強い 影響 が示唆 され た が、その 解釈に は制

約があ る た め、「社会規範」を高め る 事 で 実際 に 「行動

意図」 が 高ま る か どうか に つ い て も、具体例 を用 い た 実

験 的 な研 究 な ど に よ る今後 の さ ら な る 検証 が 必 要 で あ

る 。

　環境保全 の 具体的な 「行動」 の 内容 に は様 々 な活動 や

行動様式 が考え られ る た め、どの ような行動 が実際 に環

境保全 に対 して 効果的で ある の か に つ い て は、自然科学

の 知見 か ら得 られ た知識 を正 し く
一

般 に 周知 し、取 り組

み やす い 行動 を認知 で きる ように情報発信す る こ とが 重

要 で ある と言える。
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